
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

高温に適応した果樹、花き等の栽培 

化学物質等の 

適切な使用と管理 

森林や里地・里山の保全 

災害廃棄物 

処理訓練 

再エネ等を活用した 

緊急時のエネルギー対策 

農地の保水機能の保全 

 

風水害、土砂災害や地震などの災害や化学物質等による環境汚染、さらに気候変動による健康、自然生態

系など様々な分野への悪影響は、県民の生命と暮らしを脅かす要因となり、その対応が求められます。 

このような環境リスクに対し、平時から環境保全の取組を推進することで、災害や環境汚染のリスクにも対

応するとともに、気候変動に適応するための施策を地域特性に応じて進めることで、安全な生活環境の確保

を目指します。 

不法投棄の 

監視パトロール 

水質の 

モニタリング 

ため池の多面的機能の活用 

不法投棄の 

監視パトロール 

 ■環境を守り、災害からも守る取組の推進 
（災害×環境） 

森林や里地･里山などの自然環境の保全や土地の適正な管理を図

ることで、風水害、土砂災害、地震などの災害リスクに対応するととも

に、平時から緊急時にも利用可能なエネルギー確保や災害廃棄物処

理対策などの応急対策に取り組むことで、環境を守りつつ、災害に強

い地域づくりを進めます。 

  ■人の健康や自然環境を脅かす化学物質等による
環境汚染の防止 （汚染×環境） 

化学物質やマイクロプラスチック等による環境汚染の未然防止及び

環境負荷の低減に向け、事業者等における化学物質等の適正な使用

や管理、排出削減の促進や流出防止対策を推進するとともに水･大気

環境等のモニタリングを着実に進めることで、安全な生活環境と自然

環境の保全を図ります。 

■気候変動への適応（気候変動（適応）×環境） 
県内で確認されている気候変動による「現在の影響」及び「将来懸念される影響」

について、各分野（農業・林業・水産業、水環境・水資源、自然生態系、自然災害、健

康、産業経済活動）毎に情報を整理し、その影響に適応するための対策を講じます。   

なお、「現在の影響」及び「将来懸念される影響」に関しては、気候変動適応センター

において最新の科学的知見の収集･整理･分析に努め、情報発信及び事業者等への

技術的助言を行うことで、適応策のさらなる促進に繋げます。 

気候変動に関する科学的

知見の収集･整理･分析 

 

各分野における 

気候変動適応策の推進 

１. 安全な暮らしを『守る』 

※図に記載している事業は一例です。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

２. 自然・歴史資源を『活かす』 

奈良県には世界に誇る歴史文化遺産、豊かな自然や景観などがあり、そのポテンシャルを活用することは、経済の発展や人々の暮らしの質の向上を目指す上でも重要となります。 

そこで、これらの自然・歴史資源を地域環境との調和に配慮した上で活用し、社会経済活動の持続的発展や地域課題の解決に繋げることで、活力ある持続可能な地域社会の実現を目指します。 

  ■環境に配慮した地域資源の活用による再生可能エネルギーの利用拡大 
（エネルギー×環境） 

地域環境との調和等に配慮した上で、地域資源を活用した再生可能エネルギーの導入を進めます。 

さらに、蓄電池･水素等を活用することで、再生可能エネルギーの利用拡大及び地産地消に加え、 

レジリエンス向上（緊急時のエネルギー対策）を目指します。 

■地域資源を活かした活力創出 （地域資源×環境） 

先人たちの営みにより受け継がれてきた歴史文化遺産や森林、田園・里山風景などの保全・再生や

生物多様性の増進を図ります。その上で、これらの資源を活用した景観づくりを進め、エコツーリズム・

グリーンツーリズムを促進するとともに、Ｊｰクレジットの利活用などにより森林資源を持続可能な林業

の発展へと結びつけ、地域の活力創出を図ります。 

地域資源を活用した 

再エネの導入促進 

憩いのある緑の空間の形成 

県産材の需要拡大 環境保全と再エネ導入 

の両立 

蓄電池・水素等の活用による

再エネの利用拡大 

田園・里山景観の 

形成と活用 

生物多様性の増進 
歴史的景観の 

保全と活用 

エコツーリズム 

グリーンツーリズム 

の促進 健全な森林の整備 

生物多様性の増進 

２. 自然・歴史資源を『活かす』 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３. 人・地域づくりを通じ『未来へ紡ぐ』 

人口減少に伴う地域の過疎化の進行は、地域の環境保全の担い手の減少を招き、その取組の継続にも影響を及ぼす恐れがあります。こうした状況を克服し、地域の環境を守り続けていくためには、 

県民一人ひとりや企業が自らの暮らしや事業活動と環境との関わりを意識し、自主的かつ主体的に活動することや行政、関係機関・団体、企業、地域住民と連携・協働することが重要となります。 

そこで、環境教育･学習や行動変容促進の取組等を通じ、資源やエネルギーを大切にする環境に配慮したライフスタイルへの転換を促進するとともに、多様な主体が互いに連携･協力するパートナーシップ 

の形成を促進することにより、参加と協働による取組を推進します。 

 ■環境に配慮したライフスタイルへの転換を促す取組の推進 

環境問題の多くは、日常生活や事業活動に起因していることから、その解決に向けては、

県民一人ひとりが当事者意識を持ち、脱炭素社会や循環経済への移行、ネイチャーポジティ

ブの実現に向け活動することが重要となります。そこで、環境保全活動を積極的に行ってい

る団体、企業や学校等と連携を図りながら、環境教育･学習を進めるとともに、ライフスタイ

ル転換を後押しする仕組みづくり、各種イベント等を通した普及啓発に取り組みます。 

 ■環境に配慮した企業経営の促進 

企業が環境や社会に配慮した上で、持続的に成長することは、地域の経済基盤を強化すると

ともに、環境保全や企業価値の向上にもつながり、奈良県全体の持続可能性を高めます。その

ため、環境ラベルの活用など企業の自主的な環境配慮の取組を促すことで、企業の環境配慮経

営を促進し、脱炭素社会や循環経済への移行、ネイチャーポジティブの実現を目指します。 

 ■環境への取組を通じた地域づくりの推進 

人口減少や少子高齢化などにより地域コミュニティの連携が弱まる中、森林等の荒廃や野生

動植物の生息･生育環境の劣化など環境面への影響も懸念されます。こうした中で、環境保全の

取組を地域のつながりを強める基盤とし、多様な主体が互いに連携･協力するパートナーシップ

の形成の促進及び自主的な実践活動を誘発することで持続可能な地域づくりを目指します。 

行動変容の促進 

環境教育・環境学習の推進 

関係団体等の 

自主的・主体的な活動 

の促進 

環境ラベルの活用 

ごみの分別 

エコバックの利用 

環境ラベルの付いた 
商品の選択 

企業の自主的な環境配慮 

の取組の促進 

多様な主体による 

実践活動の促進 

実践団体等の 

ネットワークの形成 

節電 

自然環境への配慮 
脱炭素化の促進 

清掃活動の実施 

緑化活動の実施 

３. 人・地域づくりを通じ『未来へ紡ぐ』 

 


